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（American Library Association: ALA）が実施する図書館情報学修士課程の認定審査に向けて、
2010年から2012年にかけて全科目のカリキュラムの見直しと改訂を行っている。そして 2009
年に ALA が策定した 8 つのコアコンピタンス（ALA Core Competences of Librarianship）を
基に、それぞれの科目の到達目標をこれらのコンピタンスにより設定した1。このコアコンピタ
ンスはアメリカ図書館協会が ALA 認定プログラムを卒業した全ての者が保持していなければ
ならない知識能力として打ち出した基準である。   
 日本でも図書館情報学教育体制の再構築に関する組織的な研究調査が行われ、すでに 2003
年から 2005 年に実施された「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関
する総合的研究、Library and Information Professions and Education Renewal: LIPER」や













会（Association for Library and Information Science Education: ALISE）が 2007 年に発表
した「図書館情報学教育における情報倫理教育に関する意見表明（Position Statement on 
Information Ethics in LIS Education）」である。ALISE はこの文書の中で、情報倫理を教育、
研究、サービスと実践の重要な要素として図書館情報学教育に取り入れるべきであると提案し
た5。また ALA の「図書館の権利宣言（Library Bill of Rights）」は図書館情報専門職に携わる
者の倫理規範とされる文書であるが、2009 年 7 月に ALA 評議会はさらに『知的自由の教育の































































  表 1：必修・選択科目の SLO の分布 
 SLO-1 SLO-2 SLO-3 SLO-4 SLO-5 
必修科目（計 6 科目） 4(67%) 6(100%) 3(50%) 5(83%) 5(83%) 
選択科目（計 36 科目） 24(67%) 29(81%) 26(72%) 25(69%) 23(64%) 
全科目（合計 42 科目） 28(67%) 35(83%) 29(69%) 30(71%) 28(67%) 
 






である。また他の SLO との位置づけからみると SLO-2（情報サービスの評価と運営）が最も
よく採用されているのが顕著な他は、ほぼ全てのSLOが均等に配分されていることが分かる。
ちなみにこれら 4 つの必修科目の SLO の判断は、それぞれ違う教員が担当している。すなわ
ち 1 人２人の教員がこれら全ての科目を担当し、たまたま「知的自由」を研究領域にしており、
教員自身の興味によってこれらの科目すべてに「知的自由」の要素を入れたということはない。 









多くの科目で扱われていた。UH-LIS のデータでこの点を比較すると、上記 3 つの科目に匹敵













 調査は 2010 年 8 月に図書館情報学教育に関わる教員 5 人に、質問票でプロフィール調査並
びに「知的自由」を扱っている担当科目に関しての基本的な内容を質問した。質問票はシュー









する解釈は主にインタビューをもとに付け加えた。回答者の 5 人（男性 3 人、女性 2 人）はア











1 専任 図書館資料論 司書課程 
2 非常勤 学習指導と学校図書館 司書教諭資格、教員免許 




4 専任 コレクションとアクセス 学部生 



























 次の表 4 は「授業で取り扱われる『知的自由』の事柄」についての質問の回答で、一連の選
択肢から該当する事項すべてに印をつけてもらった。この部分の質問はシューマンのアンケー
トを多少修正したものを使った。なおシューマンは ALA 知的自由部の監修下、アメリカとカ
ナダの ALA 認定校に所属する全教員 756 人に質問票を送付し、約 300 人の回答を回収し分析
した。 



























 よる自己検閲（54.8%）」、「図書選択の方針（選択と排除）（54.2%）」が上位 3 つを占めた。そ
して続いて「利用者からの苦情の処理（50.0%）」が 4 番目に上がっていて、これについては現
場での必要性が授業に反映していることが伺える。UH-LIS の例でいえば、「利用者からの苦情
























出ていて、「実践的」が 22.8%、「理論的」が 14.8%で、最も多かったのは 62.4%の教員が「理
論と実践の両方」のアプローチを使うと回答した。 
 




































論」にあたる。2 コマ続きが 10 回あって、そのうちの２コマ150分かける。 
・「図書館資料論」の中で教える。コレクション、出版技術、図書館の自由、資料自体の話な



































































































































































































                                                  
 1 この8つのコアコンピタンスは以下の8つの技能の下にそれぞれ数個から10位の項目が説
明的に付属している。 1)専門職の基盤 2) 情報資源 3) 知識と情報の組織 4) 技術の知識
と技能 5) レファレンスと利用者サービス 6) 研究 7) 継続教育と生涯学習 8) 経営と運営。
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